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要旨（Abstract）
本研究は、M.スキルベックによる SBCD 理論を基点に、カリキュラム・マネジメントの今日的課題について言及し、そ

の成立要件について考察することを目的とする。 

 1974年（昭和49年）3月18日から23日の間、東京において文部科学省はOECD（経済協力開発機構）の内部機関であ

るCERI（教育研究革新センター）と協働し、「カリキュラム開発に関する国際セミナー」を開催した。そこでは、OECD-CERI

によるカリキュラム観がスキルベックによって紹介され、従来の日本における、学習指導要領を核とした「教育課程観」

の狭義性が確認、あるいは発見されたのである。本研究ではその背景として、カリキュラムを作成、あるいは編成したり

再編成すること（カリキュラム・マネジメント）の主体は学校（教師）であることの認識はどれほどなされているのか、

という課題意識が発端となっている。そこで本研究では、スキルベックのSBCD理論、2017・2018年改訂学習指導要領、

その改訂の経過で発せられた論点整理をつぶさに比較、分析することによって、カリキュラム・マネジメントの成立要件

について考察した。 

 その結果、日本における現代のカリキュラム・マネジメントは、学習指導要領をはじめとする「上から」のものであり、

学校や教師が主体となって実践されていないという実態が示唆され、これからのカリキュラム・マネジメントの成立要件

の一つとして、「学校、教師が主体となるカリキュラム観を改めて創造すること」の重要性が明らかとなった。 
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１．本研究の背景と目的 

 本研究の背景には、カリキュラムを作成、あるいは編成したり再編成すること（カリキュラム・マネジメント）の主体

は学校（教師）であることの認識はどれほどなされているのか、という課題が発端にある。 

 2020年2月28日に、新型コロナウイルス感染拡大に伴い（以下、コロナ禍と称する）、政府より全国の小中学校に春休

みまでの休校要請が発出された。この休校措置は結果的には6月まで継続され、全国の小中学校が授業時数の調整、行事

の精選等に追われることになった。この様相の中で、カリキュラム・マネジメントの用語が教育界で頻出することになる。

本来であれば、2017・2018年改年学習指導要領が施行され、その中でカリキュラム・マネジメントの視点が強く押し出さ

れたことから、各学校において「子供達の姿や地域の実情等を踏まえて、各学校が設定する教育目標を実現するために、
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学習指導要領等に基づきどのような教育課程を編成し、どのようにそれを実施・評価し改善していくのか」１）ということ

について取り組んでいくことになるはずであった。しかしコロナ禍において、カリキュラム・マネジメントの「目的」が

変化した、あるいはトランジションと捉えるべきか、いずれにしてもその「目的」はコロナ禍に対応する「手段」となっ

た感がある。その結果、学校や教師はカリキュラム・マネジメントを、政府が発出した休校要請の結果、大幅に縮小され

た授業時数を行事等の調整で捻出すること、のように受け止めている実情が否めない。 

 鄭（1999）は、「教師をカリキュラムの開発者（developer）とみなすか、それとも使用者（user）とみなすか」２）とい

う問いを投げかけ、「カリキュラム研究は常に教師の役割をどう捉えれば良いかという問いに直面」してきたと述べた。

同時期に佐藤（1999）は、教育改革と教育研究の焦点が「カリキュラム」から「教師」へとパラダイムシフトしたと指摘

し、「トップダウンの方式でカリキュラムを開発し普及して教育の生産性と効率性を追求する時代は終わったのである。

問われているのは、教育経験の質であり、教育問題の構造的な解決である。カリキュラムから教師への中心軸の移行は、

このような社会の改革と学校の改革の様式の変化を反映していると言えよう」３）と述べた。 

 このような、カリキュラムの主体を問いとした提言は、1970 年代に欧米諸国で注目され、1973 年には日本に紹介され

た、M.スキルベックによるSBCD理論（School Based Curriculum Development）に関連を見ることができる。そこには、

2017・2018年改訂学習指導要領において提言されるカリキュラム・マネジメントについて、およそ半世紀後の現在におい

ても有効な示唆があるのである。 

 そこで本研究では、スキルベックによる SBCD 理論を基点に、カリキュラム・マネジメントの今日的課題について言及

し、その成立要件について考察することを目的とする。 

２．「カリキュラム開発に関する国際セミナー」一般報告の要旨 

 1974年（昭和49年）3月18日から23日の間、東京において文部科学省はOECD（経済協力開発機構）の内部機関であ

るCERI（教育研究革新センター）と協働し、「カリキュラム開発に関する国際セミナー」を開催した。本セミナーの趣旨

は、「（1）時代の進展に応じた新しいカリキュラム の開発が学校教育の質的変革のための基本的課題であるという課題認

識にたち、（2）日本の中等教育段階におけるカリキュラム開発の現状と今後の課題について研究協議を行うとともに、諸

外国における経験と問題点について情報を交換し、（3）日本におけるカリキュラム開発の推進に貢献し、またカリキュラ

ム開発に関する国際協力を促進すること」４）を目的として開催された。 

 そこでは、スキルベック（M.Skilbek）によって、OECD-CERIのカリキュラム観が紹介された。そして、日本のカリキュ

ラム観が「OECD―CERI専門家の広い動的なカリキュラム観」に大いに影響を受け、「学習者に与えられる学習経験の総体

がカリキュラムであり、それは日常の学習・教育活動の中で開発されていくものであるという考え方」に移行しようとす

る様相が見られるのである。 

 そして東京セミナーでスキルベックによって「学校に基礎をおくカリキュラム開発（School Based Curriculum 

Development）」（以下、SBCD理論）が紹介された。これは「学校をカリキュラム開発の場と考え、そこでの日常的な活動

を通して開発を進めてゆこうとする考え方」５）とされ、カリキュラム・マネジメントのもっとも基礎的でそのルートとな

る概念であると言える。またそこでは、SBCDが「本当にうまくゆくためには、国や地方のレベルで一貫した政策や必要な

諸条件―教師の研究開発のための時間や場所、いくつかの学校を含む協力研究開発体制、専門家の助言や援助―の確保の

ための指導、援助が必要なのである」７）と述べられ、このことは、2017・2018年学習指導要領において示されたカリキュ

ラム・マネジメントの成立要件と、改めて重なるところである。 
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３．カリキュラム論の今日的課題 

 ここで、1974年「カリキュラム開発に関する国際セミナー」において、主題Ⅰ「カリキュラム開発と再構成」としてス

キルベック（当時、イギリス、アルスター大学教育センター長）によって紹介された、SBCD理論について整理しておく必

要がある。そのことは、カリキュラム・マネジメントの成立要件について考察する重要なファクターとなるからである。

そしてSBCD理論を整理しながら、2017・2018年改訂学習指導要領の教育課程企画特別部会における論点整理と併せて論

考することによって、カリキュラム・マネジメントの成立要件に迫りたい。 

 その前に、スキルベックは SBCD 理論を紹介する上で、その前提としてカリキュラムの今日的課題（当時）についてク

リティカルな論を展開した。そこでは、「今日のカリキュラムでの最大の問題の一つは、いかにして学校を社会環境に答

えうるように仕立てるか、という点である」７）と述べている。そして、この課題に常に注目することなしには、カリキュ

ラムは生徒と一般社会人の目にますます効果のないもの、不適当なものと映るようになるであろう」８）と述べた。このこ

とは、2017・2018年学習指導要領における「社会に開かれた教育課程」の理念のベースになるものであるという理解が可

能である。しかし、2017・2018年学習指導要領では、社会に開かれた教育課程について、「よりよい学校教育を通してよ

りよい社会を創るという理念を学校と社会とが共有」し、そのための資質・能力について明確にしながら「社会との連携

及び協働によりその実現を図っていく」９）ことであると述べられた。その理論において松井（2020）は、「「社会に開かれ

た」ということの意味は、そこに「平均性」や「均一性」、あるいは「画一性」を包含するのであれば、それは「公益」の

ためのカリキュラムであるという、アップル（Michael W.Apple,1994）がクリティカルに用いたナショナル・カリキュラ

ムの概念を彷彿とさせる」１０）と述べ、「現在の「社会に開かれた教育課程」を理念とするカリキュラム論が、「子どもの

ために「開かれた」という意義を見出すのではなく、ポリティカルであるということである。いわば、今ある社会に子供

たちを適合させるべくカリキュラムが存在し、よい「駒」を育てようとしている点において、狭義な教育観であるといわ

ざるを得ない」１１）と論じた。このことは、スキルベックが1974年に論じたカリキュラムの今日的課題に通ずるものであ

り、やはりカリキュラムというものは、いまだに学校、教師の手にあるものではなく、ナショナル・カリキュラムの要素、

概念を根強く残していることが示唆されるのである。 

 またスキルベックは、カリキュラム（研究）が学校や教師の手から離れてしまっているという課題について、教師を視

点において「教師は権威者の権威をかさにきる。そして、自らを知識を運ぶ導管と考え、また人々にそう考えさせてきた。

（略）多分、こうした考えの結果、学校カリキュラムは研究や革新の最前線から大きく離れてしまったのではないか」１

２）と述べ、カリキュラム研究の主体としての教師の認識の脆弱性について論じてもいる。 

４．M.SkilbekによるSBCD理論とカリキュラム・マネジメント 

 スキルベックの SBCD 理論は、以上の考察からも分かるように、学校や教師がカリキュラムの主体的な存在として果た

そうとする役割を、再定義することにある。田村（2003）はこのことについて、「これは従来の、学校を単なる政策の受け

皿とみなす社会の考え方や、カリキュラムを教科・時間割等の組み合わせとみなしたり、専門家の領域とみなしたりして、

自らカリキュラムの考察を行わなかった学校自体への問題意識から始まっている」１３）と述べた。したがって、先述の国

際セミナーにおけるスキルベックによる SBCD 理論の紹介を契機として、学校におけるカリキュラム開発、研究、総じて

カリキュラム・マネジメントに関する議論が活発になり、同時に SBCD 理論をに基づく教育改革が展開されていったこと

は、歴史上の実態を伴った事象といえよう。 

17カリキュラム・マネジメントの今日的課題と成立要件の考察



 では、カリキュラム・マネジメントにおける学校の役割について、SBCD理論ではどのように定義されているのか。イギ

リスでは1960年代以降、SBCDそれ自体がカリキュラム研究のフレームワークとして浸透してきており、カリキュラムを

開発し、マネジメントするのは学校であり教師であるという概念は当然のものとして浸透してきた。日本においてカリキ

ュラムは、「上から降りてくるもの」であり、それをマネジメントするのは教育行政であり、一部の研究者であるという意

識の実態は現在においても否めない。その点において、スキルベックはカリキュラムの主体について整理している。まず、

「学校自体がカリキュラムを決定する」ということである。このことについては、「カリキュラム」あるいは「教育課程」

というものに対する捉え方の歴史が、日本におけるカリキュラム・マネジメントを狭義にしているという解釈も可能であ

ろう。たとえば先の国際セミナーでは一般報告の中で、「いうまでもなくカリキュラムという言葉は今日われわれが使っ

ている教育課程に対応するもの、というよりも教育課程という言葉がカリキュラムの訳語としてつくられたという関係に

あるものである」１４）と述べられており、本国際セミナーにおいて、それは国際の場であるという「偶然」から、「教育課

程」という言葉よりも「カリキュラム」という言葉が誰ともなく多用され、それは違和感を持たず、何ら説明も必要なか

ったと述べられている。そしてその「偶然」から、「少なくともこのセミナーの参加者の間には、カリキュラムという言葉

を通して共通に理解を分かち合うことができたように思われる。そしてそれは近年日本において定着しつつある「教育課

程」的カリキュラム観とはその方向をかなり異にするものであった」１５）と述べられ、欧米の広義なカリキュラム観に大

いに刺激を受けている様子が述べられているのである。そしてスキルベックによってOECD-CERIのカリキュラム観が紹介

された。それは「カリキュラムは授業・学習の計画や教授細目、その他の教育内容について述べられた意図（指導要領の

ようなものを言うのであろう）を指すばかりではなく、この意図や計画が実践に移されてゆく方法までも指す」１６）とい

いうものであり、その広義なカリキュラム定義には、日本のセミナー参加者にも「強い共感」がもたらされたと紹介され

ている。 

 スキルベックによるカリキュラムの主体についての整理では「学校と近隣コミュニティとの、日常的な相互作用によっ

てカリキュラムは決定される」というものがある。この点については、2017・2018年学習指導要領改訂における論点、「社

会に開かれた教育課程」や、あるいは「チームとしての学校」に通ずるものがある。2015年教育課程企画特別部会の論点

整理では、「教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用したり、放課後や土曜日等を活用した社会教育との

連携を図ったりし、学校教育を学校内に閉じずに、その目指すところを社会と共有・連携しながら実現させること」１７）

とあり、地域をカリキュラムソースとして活用、連携していく意図が明確にされている。しかし、その理念が学校教育現

場においてどのように実践され、カリキュラムに反映されているのか、実態との乖離について検証が必要である。スキル

ベックが紹介した OECD-CERI のカリキュラム観では「この意図や計画が実践に移されてゆく方法」までもがカリキュラ

ム・マネジメントの一環であると述べられた。このことを忘れていくと、結局のところ、カリキュラムの主体は「中央」

であるという日本のカリキュラム観の歴史を払拭できないのいである。 

 そして、スキルベックによるカリキュラムの主体についての整理では、もう一つの注目したい論点がある。それは、「ど

んな指令commandも、教室における個々の実践において、状況に応じて教師が修正することができる（教室における教師

の決定の自立性）」である。1980年代のアメリカでは、ショーン（Donald A.Schon)によって、教師を「反省的実践家」と

して捉える研究が紹介された。教師は教室、あるいは学校における実践の中で、「行為の中の知」（knowing−in−action）、

「行為の中の省察」（reflecting−in−action）、「実践の中の省察」（refiecting −in−practice）を行い、教師の専門性につ

いて言及した。このことからも、教師は教室の中で、状況に応してカリキュラム・マネジメントを実践することが可能で

あり必要であることが考えられるのである。しかしそこでは、そのカリキュラム・マネジメントの評価と精査、そして新
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たなプロダクトが必要となってくる。先の論点整理においても、カリキュラム・マネジメントにおける PDCA サイクルの

確立が述べられているが、OECD-CERIのカリキュラム観、ショーンによる教師の専門性の研究からも示唆されていること

から、カリキュラム・マネジメントが教師の主体によって、「教室の中で」織りなされることの重要性が見えてくるのであ

る。 

 

５．カリキュラム・マネジメントの成立要件 

 以上において考察してきたことから、カリキュラム・マネジメントの成立要件、あるいは課題が明らかになってきた。 

 日本における現代のカリキュラム・マネジメントは、学習指導要領をはじめとする「上から」のものであり、学校や教

師が主体となって実践されていないという実態がある。このことは、古くからの、学習指導要領を中核とした「教育課程

観」が障壁になっていることが、1970年代の国際セミナーにおける「教育課程観」とOECD-CERIの「カリキュラム観」と

の違いによって明らかになってきた。したがって、まずこれからのカリキュラム・マネジメントの成立要件の一つとして、

「学校、教師が主体となるカリキュラム観を改めて創造すること」が必要である。 

 では、そのようなカリキュラム観は、どのようにして創造されていけばよいであろう。そのことは、すでに先の論点整

理に述べられている。まずカリキュラム・マネジメントについて、「こうした「カリキュラム・マネジメント」について

は、管理職のみならず、全ての教職員が責任を持ち、そのために必要な力を、下記(2)に示す支援方策等を通じて、教員一

人一人が身に付けられるようにしていくことが必要である」１８）と述べられ、カリキュラム・マネジメントの主体として

「全ての教職員」とし、その支援の必要性について述べている。そして、「教員一人一人が社会の変化を見据えながら、こ

れからの時代に必要な資質・能力を子供たちに育むことができるよう、教員の養成・採用・研修を通じて改善を図ってい

くことが必要である」１９）と述べられ、教員の養成段階からの改善が必要であり、また教員の研修の必要性について言及

されている。 

 本研究でたびたび表出した課題として、カリキュラム・マネジメントを成立させる要件として不十分であり、それを阻

害する要因として「カリキュラム観」の狭義性について明らかになってきた。そのカリキュラム観を新たに創造し、カリ

キュラム・マネジメントを成立させるためには、カリキュラム研究に基づいた教員の学びを促進させる（研修）ことが肝

要であり、また同時に、これからの教育に携わる教員養成段階において、その教職課程における「教育課程論」あるいは

「カリキュラム論」において、広義なカリキュラム観の学びを推進していくことが肝要である。その点において、文部科

学省教員養成部会による「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（中間まとめ）」では、「こうした教

育課程の改善の趣旨を実現するためには、教員の学習観を転換させ、各教科等の指導に関する専門知識を備えた、いわば

教えの専門家にとどまらず、アクティブ・ラーニング等の実践力や、学習の成果を適切に評価する力、カリキュラム・マ

ネジメントなどの力を備えた、いわば学びの専門家へと転換することが必要であり、子供たちに教育を行う教員の資質能

力の向上を含めた教員政策の改革が不可欠であることから、教育課程の改善に向けた議論と歩調を合わせながら進めてい

く必要がある」20）と述べられ、教員研修の必要性について言及されている。しかし本資料をつぶさに見ても、カリキュラ

ム観を含めた新たな学びの構築の方法と内容については言及されていない。また、教員養成においては、2017年に教職課

程の実践性を目的とした新たな「教職課程コアカリキュラム」21）が策定されたが、そこでは本研究のカリキュラム論にあ

たる講義科目にあたるものとして「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む）」が設定されて

いる。この科目の目標は「学習指導要領を基準として各学校において編成される教職課程について、（略）各学校の実情に

合わせてカリキュラム・マネジメントを行うことの意義を理解する」とされている。このことが教員養成段階において、
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新たな、広義なカリキュラム観の創造へと結びついていくことがのぞまれるのである。 

 以上の考察から、カリキュラム・マネジメントの成立要件として、「カリキュラム観の新たなる創造」が必要不可欠であ

ることが示唆された。このことは、カリキュラム研究と教育現場が一体となって進められていく必要のあるものであり、

また、新たな研究の視点が必要であろう。 

 今後においては、大学での広義「教育課程論」（あるいは「カリキュラム論」）において、広義なカリキュラム観がどの

ように醸成されていくのか、学生の調査を進め、教員養成段階におけるカリキュラム観の醸成の効果について検討してい

きたい。 
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